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　研究ノート

国際会計基準審議会における基準開発の方向性の考察
－FICEプロジェクトの展開－

山　　内　　高 太 郎

はじめに

2018年，国際会計基準審議会（以下，IASB）は，「財務報告に関する概念フ

レームワーク」（以下，CF2018）を公表し，これによって IASB の概念フレー

ムワーク改訂プロジェクトが完了することとなった。

IASB の概念フレームワーク改訂プロジェクトは，2002年のアメリカ財務会

計基準審議会（以下，FASB）と間で結ばれたノーウォーク合意のひとつの項

目として概念フレームワークの収斂がとりあげられたことにより，2004年に

IASB と FASB の共同プロジェクトとして双方の概念フレームワークを改訂す

るために開始されたものであった。

共同プロジェクトの成果として，IASB と FASB それぞれの概念フレーム

ワークを改訂するものとして，2010年「財務報告に関する概念フレームワーク」

（以下，CF2010）を公表した。CF2010は，IASB と FASB の概念フレームワー

クの一部を共通のものとすることに成功したものの，その後，他のプロジェク

トに集中するために IASB と FASB 共同の概念フレームワーク改訂プロジェ

クトは中断されることとなった。2011年に IASB が実施したアジェンダに関す

る公開協議の意見をうけて，IASB は単独で概念フレームワーク改訂プロジェ

クトを再開することを決定した。その後，討議資料や公開草案を公表し審議が

行われた結果，CF2018が公表されることとなった1。
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CF2018は全８章からなり，IASB と FASB の共同プロジェクトの成果であ

る CF2010の内容を基本的に引き継いだ第１章と第２章，IASB が単独で新た

に開発した第３章から第７章，従来のIASBの概念フレームワーク（1989年公表）

の内容をそのまま引き継いだ第８章という３つからなっている。このような構

成となっている CF2018ではあるが，CF2018の公表によってこれまでの IASB

の会計基準設定において生じていた問題を整理し，今後の会計基準設定におけ

る方向性を示すものといえる。

しかし，CF2018は形成過程における様々な事情からすべての問題を解決し

たものとはなっておらず，未解決の項目のひとつとして負債と資本の区分の問

題がある。負債と資本の区分は，概念フレームワーク改訂プロジェクトの中で

検討された項目であったが，概念フレームワークの完成が遅れることに懸念

が生じたことから，並行しておこなわれていた資本の特徴を有する金融商品

（Financial Instruments with Characteristics of Equity : 以下，FICE）プロジェ

クトにおいて検討されることとなった2。

FICE プロジェクトは，概念フレームワーク改訂プロジェクトと同じく

IASB と FASB の共同プロジェクトとして始められ，2008年に生じた国際的な

金融危機への対応からアジェンダの見直しが行われたことで中断したプロジェ

クトであったが，その後，IASB の単独の新たなプロジェクトとして審議が継

続されている。

本稿は，IASB における FICE プロジェクトをとりあげ，金融危機後の

IASB の基準開発の方向性について考察を行うものである。

1．IASBにおける資本の特徴を有する金融商品プロジェクトの展開

IASB は，2001年，その前身である国際会計基準委員会（以下，IASC）が

公表した金融商品会計基準である国際会計基準（以下，IAS）第32号「金融商

品：開示と表示」と IAS 第39号「金融商品：認識と測定」を改善するプロジェ

クトを立ち上げ，IAS 第32号を2003年に，IAS 第39号を2004年に改訂した。

また，IAS 第30号「銀行及び類似する金融機関の財務諸表における開示」を
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改訂するプロジェクトにより IAS 第32号の開示規定を含めて2005年に国際財

務報告基準（以下，IFRS）第７号「金融商品：開示」として公表したことで，

IAS 第32号は金融商品の表示のみを規定するものとなった。

IASB は，2008年に特定のプッタブル金融商品や外貨建株主割当発行（for-

eign currency rights issues）の問題に対応するために，IAS 第32号に例外

処理を認める修正を行った。こうした対応について IASB の諮問機関である

ASAF（Accounting Standards Advisory Forum）メンバーからの助言もあり，

FASB 主導の共同プロジェクトとして金融商品の負債と資本の区分のための基

礎的な概念の根本的な見直しに着手した3。

IASB は，広くコメントを得るために2008年に討議資料「資本の特徴を有

する金融商品」（以下，DP2008）を公表した。DP2008は，その後半部分に

FASB が2007年に公表した予備的見解（Preliminary Views）「資本の特徴を有

する金融商品」が付されており，「IASB は，FASB の文書の開発に携わって

おらず，その結論について審議していない4」と説明したうえで，IAS 第32号の

適用に関するコメントと FASB の予備的見解についてのコメントを要請する

ものとなっていた。

DP2008へのコメント等から IASB と FASB は，2009年から2010年にかけて

この問題について審議を行ったが，IAS 第32号の適用による分類よりも有用

な情報提供ができるアプローチについて合意することができなかったことやア

ジェンダの優先順位の見直しから FICE プロジェクトを中断することとした5。

FICE プロジェクトが中断している間，IASB は2009年に株主割当配当の分

類（Classification of Rights Issues）について IAS 第32号を修正し，2011年に

は金融資産と金融負債の相殺（Offsetting Financial Assets and Financial Li-

abilities）についての IAS 第32号の適用指針の修正を行ったが，資本の特徴を

有する金融商品が増加したことにより課題が生じているというフィードバック

を受けたことから，IFRS 解釈指針委員会（International Financial Reporting 

Interpretations Committee : 以下，IFRIC）の解釈指針によって解決を図ろう

とした。しかし，IFRIC ではいくつかの課題を解決することができなかったた

め，IASB は2014年に FICE プロジェクトを再開し，プロジェクトを分類，表
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示及び開示の２つにわけて行うことを決定した6が，並行して行われていた概

念フレームワーク改訂プロジェクトによって概念フレームワークにおける負債

と資本の定義が修正される可能性があったことから2015年まで FICE プロジェ

クトに関する検討は行われなかった。

その後，概念フレームワーク改訂プロジェクトの審議の過程で，負債と資本

の区分の問題により概念フレームワークの公表が遅れるという懸念が示された

ことから，概念フレームワークでは負債と資本の区分の問題を扱わず，FICE

プロジェクトにおいて検討することとなった7。

再開された FICE プロジェクトにおいて，IASB は，IAS 第32号の課題につ

いて検討した結果，IAS 第32号の適用により生じる分類結果を再検討する必要

があるという証拠をほとんどみつけられなかったことと多くの ASAF のメン

バーから IAS 第32号における原則及び要件を無視して白紙から始めるべきで

はないという指摘や金融負債と資本性金融商品（equity instrument）の区別

のための基礎となる理論的根拠（underlying rationale）の識別に焦点をあて

ることによって分類結果のより良い基礎（foundation）を提供を求められたこ

とから，IAS 第32号の既存の原則や要件を基礎として金融負債と資本性金融商

品の区分のための基礎となる根拠の識別に重点をおくこととした8。

この成果として IASB は，2018年６月，討議資料「資本の特徴を有する金融

商品」（以下，DP2018）を公表し，現在は，次の目標である公開草案を公表す

るために審議が行われている。

2．IAS第32号における金融商品の分類

IAS 第32号「金融商品：表示」は，金融商品の負債または資本としての表

示及び金融資産と金融負債の相殺に関して規定するものであり，すべての種

類の金融商品に適用されるものである。ただし，IFRS 第19号「従業員給付」，

IFRS 第17号「保険契約」，IFRS 第２号「株式に基づく報酬」などの特定の項

目については適用除外となっている。

また，金融商品，金融資産，金融負債，資本性金融商品の定義を示し，定義
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に従って金融負債，金融資産または資本性金融商品に分類することを求めてい

る9。ここでは，金融負債と資本性金融商品の区分について考察する。

(１)　IAS第32号における資本性金融商品の定義と分類

IAS 第32号では，「金融商品は，一方の実体に金融資産を，他方の実体に金

融負債または資本性金融商品を生じさせる契約をいう10」というように金融商

品を定義した上で，金融商品の発行者は，金融商品またはその構成部分を当初

認識時において契約の実質とパラグラフ11に示される定義に従って金融負債，

金融資産または資本性金融商品に分類しなければならないとしている11。

IAS 第32号では資本性金融商品を「実体の負債のすべてを控除した後の実体

の資産の残余持分（residual interest）を証する契約である12」と定義しており，

資本性金融商品を直接的に定義するものとはなっていない。この考え方は，概

念フレームワークの持分の定義である「実体の負債のすべてを控除した後の資

産の残余持分である13」と整合的なものとなっているといえる。

また，IAS 第32号のパラグラフ16で示される２つの要件の両方に該当する場

合は，金融商品は資本性金融商品に分類されるとしている。

パラグラフ16における一つ目の要件は，他の実体に現金または他の金融資産

を引き渡すことや発行者にとって潜在的に不利な条件で他の実体と金融資産や

金融負債を交換するといった契約上の義務（contractual obligation）が金融商

品に含まれていないことである。

二つ目の要件は，実体自身の資本性金融商品で決済されるか決済される可能

性がある場合で，自らの資本性金融商品の可変数を発行者が引き渡す契約上の

義務を含んでいない非デリバティブであるか，固定額の現金その他の金融資産

を発行者自身の資本性金融商品の固定数と交換することのみによって決済され

るデリバティブのいずれかである14（固定対固定の要件）というものである。

このように，IAS 第32号では，金融商品を契約上の権利及び義務として定義

し，金融商品を金融負債または資本性金融商品に区分するために，現金または

他の金融資産を引き渡すといった契約上の義務があるかどうかや，固定対固定

の要件を用いており，非デリバティブ金融商品とデリバティブ金融商品で異な
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る要件を定めている。また，次に述べるようにこれらの要件を用いた場合，金

融負債に分類される一部の金融商品について，金融負債ではなく資本性金融商

品に分類するという例外が認められている。

(２)　プッタブル金融商品（puttable instruments）の例外

金融商品の保有者が発行者へ売り戻す（プット ･ オプション）権利がある金

融商品は，金融商品の保有者がプット ･ オプションを行使すると発行者に支払

義務が生じるため，2008年の IAS 第32号改訂前までは，こうしたプッタブル

金融商品は金融負債に分類されてきた。

投資信託などで発行される一部のプッタブル金融商品を，金融負債として分

類することでその変動が純損益で認識されることや公正価値測定が行われるこ

とへの懸念が示されたことで検討を行った結果，IASB は一部のプッタブル金融

商品について残余持分を表していることを認め，プッタブル金融商品を金融負

債ではなく資本性金融商品として分類することを認める例外規定を設けた15。

3．DP2008で示された金融負債と資本性金融商品の区分の考え方

IASB と FASB の共同プロジェクトとして開始された最初の FICE プロジェ

クトの成果として公表された DP2008は，IASB のコメント募集と FASB が

2007年に公表した予備的見解「資本の特徴を有する金融商品」を参照する構成

となっていた。

DP2008は，IAS 第32号と FASB の予備的見解を対比する形でコメント募集

が行われており，付録 B では，FASB の予備的見解が IAS 第32号の改善及び

簡素化プロジェクトの適切な出発点となるか，予備的見解のパラグラフ15に記

載されているプロジェクトの範囲は適切か等の追加質問が示されている。

ここでは，FASB の予備的見解で示された提案内容と DP2008に対する日本

の３団体のコメントから DP2008で示された金融負債と資本性金融商品の区分

の論点を明らかにしていく。
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(１)　FASBの予備的見解における提案（基本的所有アプローチの特徴）

FASB が2007年に公表した予備的見解では，金融負債と資本性金融商品を区

分するためのアプローチとして，基本的所有アプローチ（basic ownership ap-

proach），所有決済アプローチ（ownership-settlement approach），REOアプロー

チ（reassessed expected outcome approach）の３つのアプローチをあげ，基

本的所有アプローチを用いることがより意思決定に有用な情報を投資者に提供

できるとして基本的所有アプローチを支持している16。

予備的見解では，金融負債と資本性金融商品の区分の見直しが必要とされる

理由について，予備的見解が公表された当時の会計基準や会計慣行では，金融

負債と資本性金融商品の区分が経済的特徴（economic characteristics）より

も法形式によって行われていたが，複雑な金融商品が開発されるようになった

ことで，ある場合には金融商品の発行者は経済実態を変えずに法形式を変える

ことにより金融商品の報告方法を選択できるようになったというように，金融

商品の法形式と経済実態の乖離を問題としてあげている17。また，FASB の概

念ステイトメント第６号の負債の定義によると実体に自己株式の発行を要求す

ることは負債とはならないこととなるため，こうした状況がストラクチャリン

グの選択を可能としていると指摘している18。

予備的見解において FASB が解決をはかろうとした問題は，経済実態を適

切にあらわすような発行者による金融負債と資本性金融商品の分類の選択で

あった。FASB が予備的見解において支持した基本的所有アプローチの考え方

は，最後の残余請求権（most residual claim）を資本に分類するというもので

あり，こうした金融商品の保有者を実体の所有者とみなし，実体の所有者の純

資産（net asset）を減少または増加させる請求権を負債に分類するというもの

であった。また，測定要件が存在しない金融商品については，現行のフレーム

ワークを使って測定すべきであるとした19。

DP2008の付録 A では，公表時における FASB の会計基準，FASB が予備的

見解で示した３つのアプローチ，公表時における IAS 第32号を適用した場合

という５つの場合において，金融商品が金融資産，金融負債，資本性金融商品

のいずれに分類されるのかが示されているが，付録 A ではこの５つの中で基
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本的所有アプローチによる分類が最も資本に分類される項目が少なくなってい

ることから，基本的所有アプローチの特徴は資本に分類されるものを当時の基

準よりも狭め，負債を拡大することにあったといえる。

また，基本的所有要素と負債要素から構成される金融商品については，要

素ごとに分解し，それぞれを独立した金融商品（freestanding financial instru-

ments）としてわけて報告することを求めている20。

(２)　DP2008に対するコメント21

DP2008に対する日本における論点を明らかにするため，企業会計基準委員

会（以下，ASBJ），日本公認会計士協会（以下，JICPA），日本証券アナリス

ト協会（以下，SAAJ）のコメントをとりあげる。

①　ASBJ のコメント

ASBJ は DP2008に対するコメントにおいて，「実体の残余持分保有者の請求

権に焦点をあてて負債と資本の区分を行うことを支持し，FASB が基本的所

有アプローチに基づき審議をすすめることに同意する22」と述べている。また，

FASB が予備的見解で示した３つのアプローチが IAS 第32号の改善または簡

素化するプロジェクトの適切な出発点となるかという IASB の問いかけに対し

ては，基本的所有アプローチが負債と資本の区分に関するプロジェクトの適切

な出発点となると答えている。

しかし，基本的所有アプローチについての質問の中で，日本において所有主

持分として分類の決定は会社法によることや基本的所有アプローチを適用する

ことで負債として分類された一部の金融商品を公正価値で測定することに懸念

を示している。

また，負債と資本プロジェクトは，概念フレームワークプロジェクトや財務

諸表の表示プロジェクトといった他のプロジェクトと関連することから，負債

と資本のプロジェクトの方向性が定まった時点で，概念フレームワークプロ

ジェクトと足並みをそろえるべきであると提案している。
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②　JICPA のコメント

JICPA の DP2008に対するコメントでは，基本的所有アプローチを IAS 第

32号の改善または簡素化するプロジェクトの出発点とすることについて適切で

あるとしながらも，基本的所有アプローチによって資本に分類される金融商品

の数が現行の実務よりもきわめて限定的となり，新たに負債に分類される金融

商品が，IAS 第32号パラグラフ16の負債の定義と合致しないものが含まれるこ

とを指摘している。

基本的所有アプローチについての質問に対しては，優先株式等が負債に分類

されることについての懸念や資本として分類されてきた金融商品が新たに金融

負債に分類されることとに伴い公正価値測定やその変動を損益に含めることに

ついての問題が生じ，その合理性や情報の有用性についての懸念を示している。

③　SAAJ のコメント

SAAJ の DP2008に対するコメントは，SAAJ が開催した DP2008について

の勉強会に参加したメンバー106名に対して行ったアンケート結果と SAAJ に

設置された研究会委員13名の議論をふまえて行われている。

SAAJ は，全体的なコメントとして，負債の時価評価（marked to market）

及び貸借対照表の右側を負債と資本の２区分（dichotomy approach）とする

ことの適切性の２点をあげ，負債の時価評価については一定の合理性について

理解は示しつつも基本的に反対の立場をとっている。

基本的所有アプローチについての質問に対しては，優先株式を負債に分類す

ることについて日本の現状や法制度と乖離することから懸念を示している。

④　DP2008の論点

DP2008では，IASB からの詳細な提案がなかったこともあり，日本の３団

体のコメントは，FASB の予備的見解に対するものに重点がおかれていたとい

える。FASB の予備的見解の目的は法的形式によって同じ経済現象が異なる

経済現象のように表されているという問題を解決することにあり，そのために

資本性金融商品への分類を限定的とする基本的所有アプローチを提案している。
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しかし，IASB や FASB では貸借対照表の右側を負債と資本の２区分とするこ

とから，基本的所有アプローチを適用することでこれまで資本に分類されてき

た金融商品の一部が負債として分類されることとなり，新たに負債に分類され

た一部の金融商品の測定を公正価値で行うことや公正価値測定に伴う変動の認

識が問題であったといえる。

また，予備的見解で示された法形式よりも経済的実質にもとづく分類は，日

本の会社法や慣行との乖離をもたらすこととなり，会計基準の国際的な収斂と

いう観点から日本へ導入となる可能性をふまえて懸念が示されたと考えられる。

4．DP2018で示された金融負債と資本性金融商品の区分の考え方

DP2008の公表後，国際的な金融危機への対応などからアジェンダの見直し

が行われ，IASBとFASBの共同のFICEプロジェクトは中断することとなった。

IASB は，2008年の国際的な金融危機において IAS 第32号に問題があること

を示唆する証拠が認められなかったこともあり，IAS 第32号の規定は，大多数

の金融商品の分類に問題なく適用されていると考えた23。しかし，さまざまな

特性を結合した金融商品の増加により IAS 第32号の適用について情報利用者

からの疑問や懸念が示されたことについて，IAS 第32号において明確で一貫性

のある分類原則を識別することができなかったことから，FICE プロジェクト

を IASB 単独で新たに開始した24。

DP2018は，新たな IASB の FICE プロジェクトの成果であり，IAS 第32号

の適用において資本の特徴を有する金融商品の分類と表示及び開示に関する

IASB の予備的見解が示され，意見を求めるものとなっている。ここでは，主

に DP2018で示された金融負債と資本性金融商品の区分について考察を行う。

(１)　DP2018公表の目的

DP2018のパラグラフ IN １では，負債と資本の区分の問題について，金融

商品の発行者にとって，財政状態計算書（the statement of financial position）

において負債と資本の帳簿価額を個別に表示することと，収益と費用の定義を
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満たした負債の帳簿価額の変動が財務業績計算書（the statement of financial 

performance）に含められるかという２つの帰結に関わるとしている25。つまり，

負債と資本の区分の変更は，財政状態計算書（日本では，貸借対照表）と財務

業績計算書（日本では，損益計算書）の両方の問題となるということである。

また，IAS 第32号は金融負債と資本性金融商品を区別する原則を示している

が，FICE プロジェクトでは金融商品の発行者による金融負債と資本性金融商

品の区分のみを対象とし，金融商品の保有者の会計処理は対象としていない26。

IASB は DP2018を作成するにあたり，IAS 第32号の基礎となる概念や要件

を根本的に見直すか，課題に対処するために IAS 第32号の要件を狭い範囲で

見直すかの検討をした。前者については，DP2008において最後の残余請求権

のみを資本性金融商品に分類するという基礎的な概念の見直しについて検討を

行ったが合意に達することができず，後者についてはプッタブル金融商品の例

外を認める等の IAS 第32号の改訂を行ったことで，基準内での不整合が生じ

ており，いずれの検討方法についても問題が生じているとしている27。

こうした状況にあって IASB は，IAS 第32号の根本的な見直しを必要とする

証拠を見いだせなかったことや ASAF メンバーから「金融負債と資本性金融

商品の区分のための基礎となる根拠（underlying rationale）の識別に焦点を

あてることによって，分類結果のより良い基礎を提供すべきである28」という

提言を受けたことにより，DP2018では IAS 第32号の既存の原則及び要件を基

礎として，金融負債と資本性金融商品の区別のための基礎となる根拠の識別に

重点をおくこととした29。

また，概念フレームワーク改訂プロジェクトにおいて，資本の下位クラスに

関する追加的な情報が有用な情報を提供することを識別したが予備的見解を

示せず，FICE プロジェクトの一部として検討することを決定したことにより，

2018年に公表された概念フレームワークにおける負債の定義は，負債と資本を

区別することを意図したものとはなっていない。こうしたことから，DP2018

における検討は，IAS 第32号の要件の根拠となる一貫した基礎の開発と IAS

第32号と概念フレームワークの整合性にあり，その結果は概念フレームワーク

に影響をあたえることが示されている30。
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(２)　DP2018において識別された課題

DP2018では，概念上の課題（challenges）と IAS 第32号の適用上の課題を

あげている。

まず，概念上の課題として，負債と資本を区別するために IAS 第32号や概

念フレームワークではさまざまな特性を用いているが，区別するための特性の

選択について明確な基礎がないことを指摘している31。また，IAS 第32号では，

固定対固定の要件に例外を設けているように，一貫した特性によって区分を

行っていないことや特性の選択の理由が不明確な場合があり，実体自身の資本

性金融商品の引き渡しによって決済される義務の分類においては，IAS 第32号

の金融負債の定義は概念フレームワークの負債の定義と異なっていることが指

摘されている32。

DP2018では，金融負債または資本性金融商品のいずれに分類するのか IAS

第32号の適用が不明確なものの例として，非支配持分に係る売建プット・オプ

ション（NCI プット）で行使価格が公正価値であるもの33や偶発転換社債をあ

げている。

NCI プットで行使価格が公正価値であるものは，プット・オプションが行

使されると実体は現金の支払いが生じることから現金を移転する義務を負って

いる。この点については，単純な債券と同じといえる。しかし，支払われる金

額は，事前に決められた金額ではなく，非支配持分株式の公正価値となるため

固定額とならない。IAS 第32号の要件にあてはめると NCI プットは負債とし

て分類することとなり，公正価値の変動を収益または費用として認識すること

となる。こうした描写は普通株式に対する同様の経済的なリターンと異なる描

写となる。反対に，資本として分類した場合は，普通株式と同様の描写が可能

となるが，単純な債券と異なる描写となる。このように金融負債と資本性金融

商品の両方の特徴を有する金融商品を，その特性によって負債か資本のいずれ

か一方に分類することは，類似点と相違点の一部を反映するが全部は反映しな

い結果となることを指摘している34。

次に，IAS 第32号の適用上の課題として，利害関係者から提起されたデリ

バティブ金融商品，外貨建株主割当発行の例外，実体自身の資本性金融商品
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を購入する義務を含んだ契約，条件付決済条項，契約条件の問題をあげてい

る。IAS 第32号の適用上の課題については，「重要な適用上の疑問点ではある

が，単純な金融商品のほんどの種類へ既存の要件を適用することから生じる分

類結果からの情報の有用性を疑問視するものではない35」として，IASB は既存

の IAS 第32号の分類結果を根本的に変更せず，金融商品を金融負債または資

本性金融商品のいずれかに分類するための原則の明確な根拠（clear rationale）

を明らかにする（articulate）こととした36。

(３)　DP2018で示された金融負債と資本性金融商品の区分の考え方

DP2018では，金融商品を金融負債または資本性金融商品に分類するための

原則をその根拠とともに示しているが，これまでの IAS 第32号による分類結

果を根本的に変更するものではないとしている。

①　金融商品を金融負債と資本性金融商品に区分するためのアプローチ

DP2018では，財務諸表利用者の情報ニーズに基づき，金融商品がタイミン

グの特性（the timing feature）及び金額の特性（the amount feature）という

２つの条件に照らして両方またはいずれかに該当する場合は負債として分類し，

いずれにも該当しない場合は資本とするとしている37。

こうした帰結にいたるために，IASB は単純な債券と普通株式の特性につい

て考察し，それらの特性が概念フレームワークで示された目的適合性をもつか

という観点から検討を行った。情報利用者や利害関係者は，大きくわけると資

金流動性及びキャッシュ ･ フローの評価と貸借対照表ソルベンシー及びリター

ン（balance-sheet solvency and returns）の２つの評価のための情報を必要と

しており，資金流動性及びキャッシュ・フローの評価は，実体が期限到来時に

義務を履行するために必要となる経済的資源を有しているかを評価することで

あり，また，貸借対照表ソルベンシー及びリターンの評価は，ある時点におい

て実体が義務を履行するために必要となる十分な経済的資源を有しているか，

その請求権で義務とされているリターンを満たすために経済的資源によって十

分なリターンが生み出されているかを評価するとされている。こうした評価を
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行うための情報は，資金流動性及びキャッシュ ･ フローの評価については，実

体の清算時（liquidation）以外の特定の時点に経済的資源を移転するという要

求に関する情報によって導かれ，貸借対照表ソルベンシー及びリターンの評価

については，義務の金額に関する情報によって導かれるとしている38。

こうした考え方から，請求権が次の両方もしくはいずれかを含んでいる場合

は負債に分類されるというアプローチを示している39。

(a) 経済資源（economic resources）を清算（liquidation）時以外の特定の時点におい

て移転する回避不可能な義務 （unavoidable obligation）

(b) 実体の利用可能な経済的資源とは独立した（independent）金額に対する回避不可

能な義務

さらに DP2018では，負債として分類されるもののうち上記の (a)，(b) いず

れか一つに該当するものについて，情報利用者が評価を行うために有用な情報

を提供するために，追加的な情報を提供するために区分表示を求めている40。

②　DP2018のアプローチの非デリバティブ金融商品への適用

非デリバティブ金融商品に，IAS 第32号の要件を用いた場合と DP2018で示

された金融負債と資本性金融商品の区分のためのアプローチを適用した場合と

の違いとして，IAS 第32号の可変数の資本性金融商品を引き渡す義務という要

件と①の (b) で示した考え方の違いによって，非償還の固定率の累積型優先株

式など一部の金融商品の分類が変わることを説明している41。

①の (b) で示された考え方について，「実体の利用可能な経済的資源は，実

体に対する他のすべての認識された及び認識されていない請求権（当該の（in 

question）金融商品を除く）を控除した後に残る実体の認識された及び認識さ

れていない資産の合計である42。」とし，次のいずれかの場合，金額は実体の

利用可能な経済資源と独立しているとしている43。
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(a) 金額が実体の利用可能な経済的資源の変動の結果として変動しない場合

(b) 金額が実体の利用可能な経済的資源の変動の結果として変動するが，実体の利用

可能な経済的資源を上回るように変動する場合

このため，非償還の固定率の累積型優先株式は，固定率の配当が時とともに

累積し，実体は清算時のみに移転を要求されることになるが，実体の利用可能

な経済資源の変動がその累積型優先株式にかかる金額の変動を生じさせないた

め，金額は実体の利用可能な経済資源とは独立の金額に対して義務を有してい

ると考えられ DP2018の考え方では金融負債となる44。

その一方で，普通株式で清算時に分配をうける（participate）権利及び純資

産（net asset）に対する比例的な割り当て（pro rata share）の権利を伴うものは，

実体の経済的資源から他のすべての請求権をひいた残余キャッシュ・フローに

依存することになるため，その金額は実体の利用可能な経済的資源と独立では

ないと考えられる。また，非償還型の非累積型優先株式であって，事前に定め

られた利息や配当の金額の支払いを実体が決定できる，つまり支払いを回避す

る無条件の権利を有している場合も実体の利用可能な経済的資源と独立してい

るとはならないとしている45。

③　DP2018のアプローチのデリバティブ金融商品への適用

DP2018では，デリバティブ金融商品の分類について実体自身の資本性金融

商品を消滅させる義務を含んだデリバティブ及び複合金融商品に組み込まれた

デリバティブとそれ以外にわけて検討している。

これは，実体自身の資本のデリバティブには，現金または他の金融資産を実

体自身の資本性金融商品の引き渡しと交換に受け取る契約（資産・資本交換）

と金融負債を実体自身の資本性金融商品の引き渡しと交換に消滅させる契約

（負債・資本交換）の２種類があると考えられ，資産・資本交換は実体にとっ

て資産及び資本の増加を表し，負債・資本交換は実体にとって負債または資本

の減少を表すことから，この２つの経済事象は異なるものとなるという考えに

よるものである46。

DP2018におけるデリバティブ金融商品の分類の考え方は，自身の資本のデ
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リバティブをデリバティブの構成要素であるレグ（leg）にわけることなく全

体（entirety）として，資本性金融商品，金融資産，金融負債のいずれかに分

類するというものである。そのうえで金融資産，金融負債に分類されるもの

として，清算時以外の特定の時点において純額で現金決済される（時点特性），

もしくはデリバティブの純額が，実体の利用可能な経済的資源と独立している

変動の影響を受ける（金額特性）場合のいずれかであるとしている47。このア

プローチと IAS 第32号の要件を用いた場合で違いが生じる理由は，非デリバ

ティブ金融商品の分類と同じく金額特性の影響があるとしている48。

また，実体自身の資本性金融商品を消滅させる義務を含んだデリバティブ及

び複合金融商品に組み込まれたデリバティブの分類については，まず，実体自

身の資本性金融商品を消滅させる義務を含んだ単独のデリバティブについて，

償還義務の取り決め（redemption obligation arrangement）と称される消滅

するもしくは消滅する可能性がある基礎となる非デリバティブ資本性金融商品

から生じる契約上の権利及び義務のパッケージを考慮し，そのうえで複合金融

商品と同様の方法で分類が行うとしている。複合金融商品及び償還義務の取り

決めについては，金融負債部分と資本部分を個別に分類する。ただし，複合金

融商品及び償還義務の取り決めについて金融負債の特性を有する決済結果を回

避する無条件の権利を有している場合は，金融商品には金融負債部分がないと

され，一方権利を有していない場合は，回避できない契約上の義務を非デリバ

ティブ金融負債に分類し，残りの契約上の権利及び義務を資本性金融商品，金

融資産または金融負債の３つに分類するとしている49。

④　プッタブル金融商品の例外規定の維持

DP2018で提案されるアプローチによれば，プッタブル金融商品は，現金ま

たは他の金融資産を清算時以外の特定の時点に移転する回避不可能な契約上の

義務を含んでいるため，金融負債に分類されることとなる。

しかし，IAS 第32号のパラグラフ BC50に示されるように金融負債に分類す

ることの懸念について区分表示を行うことで一部について解決すると考えられ

るものの全部について解決されないため，金融負債に分類することは情報の有
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用性が低下するとし，プッタブル金融商品の例外規定は限定的であり IAS 第

32号の適用において問題が生じていないことから DP2018においてもプッタブ

ル金融商品の例外規定を維持するとしている50。

(４)　DP2018に対するコメント51

DP2018に対する日本における論点を考えるため，ASBJ，JICPA，SAAJ の

コメントをとりあげる。

①　ASBJ のコメント

ASBJ は DP2018に対するコメントにおいて，DP2018における IASB の提

案が固定対固定の要件の明確化や経済的強制の課題への対応といった一部に

留まっており，プッタブル金融商品に関する例外を維持していることから，

DP2018で提案された原則が分類結果を説明するのに十分とはいえない可能性

があることを指摘している。

また，ある金融負債から生じる収益と費用をその他包括利益としリサイクリ

ングしないという提案について，概念フレームワークと整合的でないことを理

由に反対を表明している。

②　JICPA のコメント

JICPA の DP2018に対するコメントでは，IAS 第32号の金融負債の定義と概

念フレームワークの負債の定義に整合性がないことや，IAS 第32号の適用にお

いて多様な実務があり未解決な論点が多く，金融負債と資本性金融商品の区分

は多くの実体や財務諸表の利用者にとって重要な問題であるとしている。

また，概念フレームワークにおける資本の定義との整合性や DP2018の提案

の一貫性がなくなることからプッタブル金融商品の例外を問題と考え，プッタ

ブル金融商品の例外を認めるべきではないとしている。時点特性と金額特性で

区分するという提案については，清算時について IAS 第32号では明確な指針

がないことから清算時の概念を明確にすることが必要であると述べている。

さらに，その他包括利益に表示することについて，明確な説明や概念フレー
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ムワークとの整合性が必要だとし，その他包括利益を用いるならば，改訂され

た概念フレームワークではリサイクルすると推定されることからリサイクルす

べきであるとしている。

③　SAAJ のコメント

SAAJ の DP2018に対するコメントでは，時点特性と金額特性によって資本

性金融商品を負債か資本に分類するという DP2018で提案されたアプローチが，

実務において発行されている多様な資本性金融商品を分類する際，意図したよ

うに効果的に機能するか確信がもてなかったため，表示と開示に関する質問に

ついて意見を表明するとしている。

SAAJ のコメントにおいても，その他包括利益に表示することとリサイクリ

ングを行わないことについて，概念フレームワークとの整合性から反対するこ

とが示されている。

④　DP2018の論点

DP2018では，金融負債と資本性金融商品の区分の論拠を明確にするために，

IAS 第32号の基礎となる概念や要件を根本的に見直すのではなく，IAS 第32号

で生じている課題に対処するために IAS 第32号の要件を狭い範囲で見直すと

いう方法が選択された。また，ASAF からの助言もあり，金融負債と資本性

金融商品の区別のための基礎となる根拠の識別に重点をおくこととした。

論拠を開発するために情報の目的適合性に焦点をあて，DP2018では情報利

用者の評価に役立つ情報提供という観点から時点特性と金額特性による区分を

提案している。しかし，ここで示された区分は，すべての金融商品の区分につ

いて一貫した論拠を示すものとなっておらず，また IAS 第32号において生じ

ているすべての課題について対応するものとならなかった。

DP2018の付録 C では，時点特性のみで区分を行うアプローチ A，金額特

性のみで区分を行うアプローチ B，DP2018において提案されたアプローチ，

IAS 第32号，2018年に改訂された概念フレームワークという５つのアプローチ

によって請求権が負債か資本のいずれに分類されるかについて要約されている。
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付録 C から明らかなことは，単純な債券と普通株式の分類はいずれのアプロー

チをとっても同じ分類となるが，その間にある金融商品の分類の違いが問題と

なっているということである。

IAS 第32号と改訂された概念フレームワークの相違が生じるのは，非償還型

の累積型優先株式の区分であり，DP2018で提案されたアプローチは，５つの

アプローチの中で負債へ分類されるものが最も多くなっている。

また，この論文ではとりあげなかったが，日本の３団体のコメントから

DP2018の提案において日本で問題とされるのは，その他包括利益への表示や

リサイクリングを行わないという提案にあるといえる。

5．IASBの基準開発の方向性についての考察

DP2008公表後，IASB は DP2008に対するコメントをふまえて FASB との

合同会議等を通じて議論が行っていたが，2010年１月の会議において DP2008

で提案したアプローチではなく IAS 第32号の考え方を修正するという新たな

アプローチを用いることとした52。2010年10月の会議において両審議会は，国

際的な金融危機対応のため優先すべきプロジェクトに資源を集中するために

FICE プロジェクトを中断することを決定した53。このように FICE プロジェク

トの方向性を大きく変えたのは，2008年の国際的な金融危機であったといえる。

その後 FICE プロジェクトは，2012年に概念フレームワーク改訂プロジェク

トと並行して負債と資本の区分について検討を行うために IASB 単独のリサー

チプロジェクトとして再開された。2014年の ASAF 会議では，このリサーチ

プロジェクトの進め方について議論が行われ，多くの ASAF メンバーから根

本的な見直しが必要であるが，IASB は完全な白紙から議論を始めるべきでは

なく基礎となる考え方を提供すべきという意見が出されたことから，IASB は

IAS 第32号の要件の不整合や実務上の問題を解消するとともに，負債と資本の

区分について検討を行うこととした54。

このように FICE プロジェクトの方向性に大きな影響を及ぼした ASAF は，

2012年12月に IFRS 財団が「会計基準アドバイザリー・フォーラム設置の提案」
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を公表したことに始まる。この文書の公表は，FASB とのコンバージェンス

プログラムが完了に近づき IFRS の利用が世界中に広まってきていることから，

「各国の基準設定主体（National Standard-Setters）やその他の地域団体（other 

regional bodies）と IASB との結びつき（relationship）をどのようにして正式

なものにできるか（formalised），また IASB はどのように彼らとより良い約

束（engage）を集合的ベースで行うことができるのか55」というように FASB

との関係を重視した基準開発から IASB を利用する国や地域との連携を図り，

より広範な意見を取り入れた単一の国際的な基準開発への転換を表明すること

にあったといえる56。

しかし，その後の基準開発の方向性は，資産・負債アプローチや公正価値

測定といった FASB の影響を受けた枠組みを大きく変えるものではなかっ

た。再開された FICE プロジェクトの成果である DP2018において示された基

本的な考え方は，CF2018で示された負債と資本（持分）の２区分とし，資本

（持分）は資産からすべての負債を控除した残余とするという考え方に基づき，

CF2018で示された負債概念と整合的なものとなっていた57。こうした DP2018

の提案は，概念フレームワークとの論理的な整合性をはかるという FICE プロ

ジェクトの目的と合致しているといえるが，DP2018の検討の中で述べられて

いたように一部の金融商品を負債か資本のいずれかひとつに分類することは

困難であり，また，FICE プロジェクトでは一貫して負債を拡大する提案がな

されていることから，DP2018の提案が経済現象を適切にとらえた結果なのか，

論理に基づき区分した結果なのかによって概念フレームワークと整合的である

としても本質的な意味合いは異なってくると考えられる。

今後の金融負債と資本性金融商品の区分についての基準設定においても，論

理に基づく基準設定のあり方は，論理的に法形式ではなく経済的実質による区

分を行うとして合意形成がなされたとしても，各国の適用上の問題として法形

式との乖離が解消されるかはわからない。

また，負債を拡大するという方向性は，公正価値測定と結びつくことで実務

上問題や懸念を生じさせている。IASB の議長は，CF2018の公表は IASB が公

正価値と貸借対照表のみ関心があるといった神話が間違いであった証拠のひと
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つと述べているが58，負債の公正価値測定やその変動の表示についての誤解を

とくためには，さらなる時間がかかると考えられる。

本稿では，CF2018の未解決の問題として負債と資本の区分について，FICE

プロジェクトの検討状況をみてきた。FICE プロジェクトの目的のひとつは，

金融商品の発行者の意図によって実務が多様化している現状を整理し，発行者

の意図が介入しない会計基準を開発する前段階として，負債と資本の区分につ

いての基礎となる考え方を明確にすることにあった。基礎となる考え方や概念

フレームワークが重要とされるのは，今後，金融負債と資本性金融商品の区分

についての基準作成段階に移行した際に，IAS 第32号の要件の整合性の問題だ

けでなく，開示や認識・測定の問題を扱う他の金融商品会計基準と相互に影響

しあうこととなるためである。

再開された FICE プロジェクトにおいて，基礎的な考え方を根本から見直す

のではなく IAS 第32号をベースとしたことは，FASB の影響を小さくしたと

いう意味で国際的な金融危機以降の IASB の基準開発の方向性を示すものとい

えるかもしれない。こうした方向性がこれまで問題とされた負債の公正価値測

定や公正価値測定による変動の純損益における認識に影響を与えるようなもの

となるかは，今後の基準開発の過程において検討することとしたい。
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